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１．事業性評価委に基づく融資等の促進

5．金融機関のＦｉｎｔｅｃサービス

6．国税関係書類のスキャナー保存

2．金融機関が望む会社とは？

3．会計を活用して経営の諸問題を解決する。

4．会計を活用して上記の課題を解決し、「信頼性ある決算書」を作成する道具

　金融庁では、金融機関に対し、事業者の事業の内容や成長可能性
などを適切に評価し、融資や助言を行なうよう促しています。
　事業性評価とは、金融機関が、現時点での財務データや、担保・保
証にとらわれず、企業訪問や経営相談等を通じて情報を収集し、事業
の内容や成長可能性などを適切に評価すること言います。金融機関が
目利き能力を発揮して、融資や助言を行い、企業や産業の成長を支援
することは、金融機関の果たすべき基本的な役割です。
　金融庁では、こうした役割をしっかりと果たすよう、事業性評価に基
づく融資等を促しています。
　そこで、経営者保証に関するルールを明確化するため「経営者保証
に関するガイドライン」を策定しました。
　①法人と経営者の資産・経理が明確に区分されている。
　②法人のみの資産・収益力で借金返済が可能と判断し得る
　③法人から適時適切に財務情報が提供されている
といった経営状況が認められる場合に、金融機関は、経営者保証を求め
ないことや、既存の保証契約を解除などを検討することになっています。

　金融機関は、会社の経営力や収益力を把握して、事業資金を融資
したいと考えています。では、金融機関はどのようにして、企業の経営力
や収益力を把握するのでしょうか。それは「決算書」に表れます。
　「信頼性のある決算書」を作成し、自社の業績を経営者自らが報告す
ることができ将来の計画をしっかりと説明できる経営者が信頼されます。
　つまり、現在の業績が悪くても「信頼性ある決算書」を作成し、会社の
方針、将来の事業計画をしっかりと説明できる経営者となることです。

①資金繰り…お金の動きが明確になり、利益が出ているのにお金が減
る原因を解明し、先手を打って具体的な対策が打てるようになる。
②赤字になる…売上が増加しても赤字になってしまう。売り上げを伸ば
すことが会社の本来の目的ではなく利益を増やすことが目的です。ど
こに手を打てば利益が増えるかを見出すことができる。
③会社を導く羅針盤…会社の課題を見つけ、経営目標を全社員で共
有し、その目標達成に向かって会社が一体となって取り組むことがで
きます。そして実績と目標を比較検討し、次の対策をを決め実行し、ま
た比較検討していくことで会社は一歩ずつ成長していきます。

①自計化…よりタイムリーな財務情報を取得するためには、パソコンによ
る会計ソフトを使った自計化が必要不可欠です。
②月次決算書（貸借対照表・損益計算書・キャシュフロー計算書）
　・毎月、月次決算をし、翌月の１０日位までに前月の試算表を作成でき
るようにする。

　・どうすれば利益が出るか全社員が理解するための資料
　・キャッシュ（現金）を残すための経営を経営者が理解するための資料
③経営計画書の策定
　・事業目的、利益目標を社員と共有するため
　・それを実現するための経営方針を具体的に立てる。
　

　現在、種々の取引は銀行口座による取引、インターネットによる取引等
によっています。
　金融機関ではＦｉｎＴｅｃｈ（フィンテック）サービスというものがはじまりま
した。金融（Ｆｉｎａｎｃｅファイナンス）と技術（Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙテクノロジー）を掛
け合わせた造語です。
　ＩＴを活用した革新的な金融サービスで、下記のようなことができるよ
うになります。。
　・個人財産管理・家計簿…銀行口座などの収入・支出をスマートフォ
ンで一元管理
　・新規融資先の選定…電子商取引の決済情報、企業の会計情報、
ＳＮＳ情報などを基に与信を行い、企業に融資するサービス
　・スマート決済…スマートフォンなどのイヤホンジャックに専用端末を挿
入することで、クレジットカード決済を導入できるサービス

　・ロボ・アドバイザー…人工知能による資産運用アドバイス
　・クラウド会計…金融機関の取引データからの自動仕訳作成
　・仮想通貨／ブロックチェーン…ビットコインのように暗号技術を基に
したデジタル通貨会計の世界ではＦｉｎｔｅｃといえば金融機関からイン
ターネットを利用して取引データを受信し、これをもとに仕訳ルールの
学習機能を利用して仕訳を自動的に計上することができます。

　・税法では現行制度上、文書を紙で保存することを原則としていま
す。しかし、電子帳簿保存法という法律によって、文書を電子データ等
で保存することも認められています。取引先から受け取った請求書及
び自己が作成した請求書との写しについて、書面による保存に代えて
スキャン文書による保存ができます。平成２９年度からは、スキャナ・ス
マートフォン等による保存も可能となります。

（金融庁・中小企業庁リーフレット抜粋）

※このように現在、私たちを取り巻く外部環境がおおきく変革している
時期です。企業（会社）はこのような変化に対応して利益を出し、会
社を存続させていかなければなりません。会計を活用して、自社の現
状を把握し、そして見直すことによって経営改善を図り社員とその家
族を守っていきましょう。
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